
貸　借　対　照　表
（平成１６年３月３１日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）
流 動 資 産
現金及び預金
受 取 手 形
売 掛 金
製 品
材 料
仕 掛 品
貯 蔵 品
繰延税金資産
未　収　入　金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機械及び装置
車両及び運搬具
工具器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソフトウエア
そ の 他

投資その他の資産
投資有価証券
子 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
破 産 債 権 等
繰延税金資産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

（負 債 の 部）
流 動 負 債
買 掛 金
短 期 借 入 金
未 払 金
未払法人税等
未 払 費 用
そ の 他

固 定 負 債
退職給付引当金
役員退職慰労引当金

負 債 合 計

（資 本 の 部）
資 本 金

資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
任 意 積 立 金
固定資産圧縮積立金
別 途 積 立 金
当期未処分利益

株式等評価差額金
自 己 株 式

資 本 合 計

負債及び資本合計

１７，６６４，６１０
３，０４４，８３３
２，８０７，４１４
６，７２０，１１１
２，２５５，５８６
２９９，３５１

１，３０１，６６１
７６，６９５
３１５，０５９
３３０，９６８
５３４，５７４
△２１，６４７

３，９３６，９８８
３，４１７，３４９
９４８，９１２
６７，２２６

１，１４９，８５５
１５，８６３
３４６，４０６
８５９，９６８
２９，１１６

６６，２７４
６０，５７６
５，６９８

４５３，３６４
１４５，８２４
５０，７００
３２，０００
８，４７９

１２２，３２６
１０２，５１２
△８，４７９　

２１，６０１，５９９

１０，２５９，４２８
７，７０５，０７６
３００，０００
２６７，４９４

１，０７４，５１７
４０１，１０６
５１１，２３４

１，１５４，６３６
１，０９１，３９２
６３，２４４

１１，４１４，０６４

２，３９７，７７６

１，９２０，０７０
１，９２０，０７０

５，８６２，７００
２０３，６０６

４，２７４，７６２
７９４，７６２

３，４８０，０００
１，３８４，３３１

４０，９０７
△３３，９１８

１０，１８７，５３４

２１，６０１，５９９
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。



損　益　計　算　書
（平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで） （単位：千円）

科 目 金 額

（経 常 損 益 の 部）
営 業 損 益 の 部
売　　上　　高
売　上　原　価

売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費

営 業 利 益
営 業 外 損 益 の 部
営 業 外 収 益
受取利息及び配当金
雑 収 益

営 業 外 費 用
支 払 利 息
雑 損 失
経 常 利 益

（特 別 損 益 の 部）
特 別 利 益
貸倒引当金戻入益

特 別 損 失
減 損 損 失
投資有価証券評価損
投 資 等 評 価 損
固 定 資 産 除 却 損
税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益
前 期 繰 越 利 益
中 間 配 当 額

当 期 未 処 分 利 益

１３，６３８
１３０，４８７

３，６５８
９２，４００

２１，９４８

３６２，０４８
５，７４４
３，５００
６，９６２

１，０７５，０００
△１２２，９０３

２６，７６８，８１８
２０，２７６，９６７
６，４９１，８５０
３，９１８，８３８
２，５７３，０１２

１４４，１２６

９６，０５９
２，６２１，０７８

２１，９４８

３７８，２５５
２，２６４，７７１

９５２，０９６

１，３１２，６７５
１１５，３５３
△４３，６９７

１，３８４，３３１

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。



１．重要な会計方針

（１）棚卸資産のうち製品・仕掛品は個別法による低価法、材料・貯蔵品は総平均法に
よる原価法によって評価しております。

（２）有価証券のうち、その他有価証券で時価のあるものについては決算日の市場価格
等に基づく時価法によって評価しております。（評価差額は全部資本直入法によ
って処理し、売却原価は移動平均法によっております。）その他有価証券で時価
のないものについては、移動平均法による原価法によって評価しております。
子会社株式及び関連会社株式については、移動平均法による原価法によって評
価しております。

（３）有形固定資産の減価償却方法は定率法によっております。なお、耐用年数及び残
存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）につい
ては定額法によっております。無形固定資産の減価償却方法は定額法によって
おります。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

（４）新株発行費は、支払時に全額費用処理しています。
（５）貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

（６）退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。数理計算上の差異につい
ては、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１５年）による
按分額を翌期から費用処理することとしております。

（７）役員退職慰労引当金は、商法施行規則第４３条に規定する引当金であり、役員の退
職慰労金の支出に備えて役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上して
おります。

（８）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算については、当期末日の直物為
替相場により円貨に換算しております。

（９）リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
います。

（１０）ヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ処理によっています。ただし、為替予約が付さ
れている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行っています。ヘッジ
手段は為替予約取引により行い、そのヘッジ対象は外貨建売上債権及び外貨建



予定取引です。ヘッジ方針としては、当社は通常の営業過程における外貨建取
引の将来の為替相場の変動リスクをヘッジする目的で、先物為替予約取引を行
っています。

（１１）消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
（１２）当営業年度より改正後の商法施行規則（最終改正 平成１６年３月３０日法務省令第

２３号）によって計算書類等を作成しております。
（会計方針の変更）
「固定資産の減損に係る会計基準」（企業会計審議会 平成１４年８月９日）が平成
１６年３月３１日に終了する営業年度に係る計算書類に適用できることとなったこ
とに伴い､当営業年度から同会計基準を適用しております。
これにより税引前当期純利益が３６２,０４８千円減少しております。

２．貸借対照表注記

（１）有形固定資産の減価償却累計額 ６，１３３，９８４千円
（２）子会社に対する短期金銭債権 ３２４，９９５千円

子会社に対する短期金銭債務 ５６２，０３１千円
（３）貸借対照表に計上されていないリ－ス契約 図面管理システム及び

によって使用している重要な固定資産 複写機・端末機器一式
（４）商法施行規則第１２４条第３号に規定する純資産額 ４０，９０７千円

３．損益計算書注記

（１）子会社との取引
①営業取引高 売　上　等 ４５８，３５０千円

仕　入　等 ３，９４０，５５５千円
②営業取引以外の取引高

営業外収益 １９，４４７千円
（２）研究開発費 ８２０，４２１千円
（３）減損損失
減損損失の主なものは、東大阪市の賃貸用土地に係る３６０,２２９千円であります。

（４）１株当たり当期純利益 ７２円０６銭


